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第１ 司法書士業務におけるデジタル資産の取扱いと課題 

 

1. はじめに 

近年、社会全体のデジタル化が急速に進展する中、司法書士業務においてもデジタル技術との関わりが不可避

となっている。実務の現場では、暗号資産（仮想通貨）、電子マネー、オンラインアカウント、NFT（非代替性ト

ークン）などのデジタル資産が相続財産の一部を構成する事例が増加しており、もはや珍しいものではなくなっ

た。しかし、多くの司法書士は依然としてデジタル資産に関する知識を十分に有しておらず、対応が後手に回る

傾向がある。 

本研究では、デジタル資産の相続に関する法的課題と実務上の対応について考察し、司法書士が果たすべき役

割を明確化することを目的とする。 

 

2. デジタル資産の特性と相続における課題 

デジタル資産は物理的形態を持たず、データとして管理される点に特徴がある。このため、管理、隔離、権利

の移転において従来の資産とは異なる問題が生じる。 

 

2.1 暗号資産の相続 

暗号資産の相続には、秘密鍵の管理と相続人への適切な引継ぎが不可欠である。司法書士がこの仕組みを理解

せず、適切な管理を怠った場合、些細なミスにより莫大な資産を喪失するリスクがある。例えば、誤って秘密鍵

の記録を削除するだけで、復元不可能となる可能性が高い。 

 

2.2 電子マネーおよびオンラインコンテンツの相続 

電子マネーの残高は一般的に相続財産に含まれるが、コンテンツ配信事業者から「購入」したデジタルコンテ

ンツは、利用規約により「制限付視聴権」として扱われ、相続財産とならない場合が多い。司法書士がこれらの

権利の性質を適切に理解しなければ、依頼者に誤った情報を提供する恐れがある。 

なお、米国カリフォルニア州では、「デジタルコンテンツ配信サービスの契約終了後もオフライン視聴可能なコ

ンテンツのみ『購入』と表記できる」とする法整備が進められており、令和7年に施行予定である。 

 

2.3 NFTおよびDAOの相続 

NFT はブロックチェーン技術を活用したデジタル資産であり、所有権に近い権利を証明できる。しかし、法律

上の所有権概念とは異なり、相続財産としての取り扱いに関する明確な法的枠組みが未確立である。また、令和

5年4月22日以降、日本において法人格を有するDAO（分散型自律組織）が認可されたが、その存在を認識し、

商業登記との関連性を理解している司法書士は限られる。DAO の登記業務が増加する可能性を踏まえ、司法書士

には適切な定款作成の能力が求められる。 

 

3. 司法書士の役割と対応策 

3.1 デジタル資産の特定 

デジタル資産の相続手続きを適正に遂行するためには、被相続人のデジタル資産を特定することが不可欠であ

る。これには、スマートフォンやパソコンのアカウント情報、クラウドストレージのデータ、電子メールの履歴

の調査が含まれる。 

 

3.2 相続財産の判断 

デジタル資産が相続の対象となるか否かは、各サービスの利用規約や準拠法を精査する必要がある。相続財産

に該当する場合は承継手続きを進め、該当しない場合は利用規約に従い適切な対応を講じる必要がある。 

 

3.3 情報管理とセキュリティ対策 

司法書士がデジタル資産の相続手続きを扱う際には、情報漏洩のリスクに留意しなければならない。依頼者の

デジタル資産情報を適切に管理するため、エンドツーエンド暗号化（E2E）を実装したチャットツールの使用や、

安全性の高いクラウドストレージの選定が求められる。 

 

4. 今後の課題と展望 



4.1 法整備の必要性 

デジタル資産の相続に関する法的枠組みは未成熟であり、明確なガイドラインが不足している。デジタル資産

を相続対象とする場合の法整備を注視する必要がある。 

 

4.2 司法書士のリテラシー向上 

デジタル技術の進展に伴い、司法書士も暗号資産やブロックチェーン技術の基本を理解し、依頼者に適切に説

明できる能力を備える必要がある。特に、デジタル資産の相続手続きを円滑に進めるためには、実務に活用でき

るレベルの知識習得が求められる。 

 

4.3 行政機関との連携 

司法書士業務のデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進するため、行政機関との連携が不可欠である。

日本ではデジタル庁を中心に各種手続きのデジタル化が進行しており、司法書士業界が主導的な役割を果たすた

めには、行政機関との協力体制を強化する必要がある。 

 

4.4 デジタルツールの開発と導入 

司法書士業務に適したデジタルツールの開発も重要な課題の一つである。技術者との連携を強化し、司法書士

業務に特化したデジタルプラットフォームの開発を推進することで、依頼者に対するサービスの質の向上が期待

される。 

 

5. 結論 

デジタル資産の相続に関する課題は今後ますます重要性を増すと考えられる。司法書士がこの分野に適応し、

専門性を発揮するためには、デジタル資産に関する知識を深めるとともに、法整備の動向を注視し、適切な実務

対応を講じる必要がある。技術の進展に即応し、依頼者の利益を最大限に保護するため、司法書士業界全体での

意識改革が求められる。 

 

 

  



第２ 司法書士が AI について知る必要性 

 

近年、人工知能（AI）の発展は急速に進み、多くの分野でその導入が進められている。司法書士業務において

も、AIの活用が議論されるようになり、司法書士業務に特化したAIの開発が注目されている。本稿では、AI技

術の基本的な仕組みを概説し、司法書士がAIについての知識をもつことの必要性を議論する。 

AI技術の発展の背景には、深層学習（ディープラーニング）の飛躍的な進歩がある。1956年のダートマス会議

で「人工知能」という概念が提唱されて以来、1980年代のエキスパートシステム、2000年代以降のディープラー

ニングといった技術革新を経て、2017 年には「Transformer」モデルが発表され、自然言語処理の精度が大幅に

向上した。この技術を基盤とするChatGPTの登場により、AIの存在が司法書士業務への応用をより具体的にイメ

ージできるようになった。 

AI 研究では、ドメイン特化の AI 開発ということが盛んに議論されている。ドメイン特化とはある業種に特化

という意味であり、よく議論に挙がる分野として、金融、医療、法律の３つがある。これらの分野は、AIの学習

のためのデータが比較的に準備でき、また、応用の幅も広く大きな利益をもたらすと考えられている。そのため、

司法書士業務もドメイン特化のAI開発の対象になるのも時間の問題である。 

 

もし、司法書士業務のAI開発が司法書士以外のものに行われた場合どのようなことになるか？当然、司法書士

業務についての知識や経験がないため、AIの性能はイマイチなものになるであろう。登記申請は権利関係を正確

に登記記録に反映させる行為であり、その正確性を司法書士が長年担保してきたため、現在、不動産取引におい

て登記記録を疑うことは滅多にない。しかし、司法書士以外のものの手によって開発されたAIが登記申請を行う

ようになり、その性能が不十分であった場合、登記記録が取引の安全を担保するに至らないものになる可能性も

考えらえる。この場合の社会全体の損失は計り知れない。 

このような事態を防ぐためにも、司法書士業務に関するAIは司法書士自身が行う必要がある。さらに、司法書

士分野のAI開発については、司法書士が最先端であり、司法書士以外のものが司法書士分野特化のAI開発を行

う気が生じないほどの実績と経験を有することができれば、司法書士の業務が AI に奪われるという杞憂もなく

なる。 

司法書士がAI開発を行う場合の最大の問題点は、司法書士がAIについては、圧倒的に情報弱者であることで

ある。司法書士が司法書士業務特化AIを開発しようとした場合、おそらくAIの研究機関やベンダーに依頼する

ことになる。このとき、相手方は当然 AI についてのエキスパートであり、知識、経験等は司法書士の比ではな

い。情報格差がある場合、両者の間で会話が成立せず、正確な情報のやり取りができない。さらに悪いことに両

者が日本語で会話をするため、会話が成立していないことを認識できていないこともある。AIの開発は日々進歩

しており、まだまだ発展途上である。そのため、開発元と依頼者の間での正確なコミュニケーションが成果物、

つまりAIの性能に直結する。そのため、司法書士がAIについての正確な知識を有し、AI技術者とコミュニケー

ションを正しく行うことが必須となる。 

また、情報弱者である場合の弊害として、分からないもの、知らないものに対して、万能感や恐怖心を持つこ

とや、意識的に避けてしまうことがある。死後の世界は未知なものとして、常に人類の傍に存在するものである

が、その未知であるが故、天国等の解答を創りだし、安心しようとする試みは世界中で行われている。程度の差

はあれど、AIに対しても、AIについての知識や理解の程度によって、様々な反応があり、極度の拒絶や万能感を

抱く人が存在する。この弊害を取り除く一番の方法は正しい知識をもち、理解することである。 

今後、司法書士分野のAI開発は必ず行われるが、そのとき司法書士はどのような対応をするのか？司法書士以

外がAI開発を行い司法書士業務はAIに奪われ、司法書士は駆逐されるのか、それとも、司法書士がリーダーシ

ップをとり、より良い方向へ導くか、それは今後の司法書士の行動にかかっている。 

司法書士がAIについての正しい知識を得るために、ChatGPTに代表される最近進歩が著しい大規模言語モデル

の仕組みの説明を試みた。ChatGPT は Transformer と呼ばれる深層学習モデルに基づいており、ある文章に続く

単語の確率を計算し、その確率から後続の単語を選定し、この作業を繰り返すことによって文章を生成していく

AIである。また、入力する文章も文字のまま扱うのではなく、文章を数字の組み合わせで表現し、AIへ投入する

ことによって計算を行っている。 

AIの性能は、AIのもつパラメータの数の大きさと学習データに依存すると言われてきた。しかしながら、最近

では、学習に用いるデータは枯渇しているといわれ、ＡＩを利用して学習データの作成が行われている。また、

パラメータ数の大きいモデルを小さいモデルへの変換なども盛んに議論されており、AI開発にも様々な変化が起

きているようである。 



登記申請AIの開発についても検討し、最初の一歩として、登記記録の要約AIを開発すべきだと思われる。何

故なら、登記記録は何処に何が記載されているのかが明確であり、学習データが用意しやすいためである。また、

近年の登記義務化と合わせて国民に分かりやすい環境を提供することが急務であるからである。最初は、「所有者

は誰ですか？」、「抵当権はありますか？」等、簡単な問題から始めるべきである。これらの問は司法書士には当

たり前すぎて取るに足らないものであるが、国民からすればそれだけでも役に立つと思われる。 

 

次に、「登記申請をAIで行えるか」については現在のAIは確率的に文章を生成しているため、確定した権利を

一意的に登記記録に反映しなければならない登記と相容れないのではないかという疑問がある。これらは複数の

AIを組み合わせることで可能ではないかと考える。例えば、申請者と対話することで登記申請に必要な情報を収

集する AI、その情報から申請書と付属書類を作成するAI、申請書と登記記録を照合する AI、申請完了後の登記

記録を申請者に確認するAI等を組み合わせることである。また、最初からすべての登記申請を網羅するAIでは

なく、より簡単な申請、例えば抵当権抹消登記で債権者、債務者、設定者に変更が全くないものから開発を始め

るべきである。そこで知見を深め、徐々に可能な登記を増やしていく方策が良いと思われる。 

ただし、どうしても例外は存在するため、ある程度の人の助けは必要であるが、ここでの問題は、例外ばかりを

大げさに捉え、開発をしないことである。例外が1％であり、AIで登記可能なものが99％あれば、司法書士以外

の開発者は登記申請AIを開発するであろう。なぜなら、99%可能であればビジネスとしては十分収益を確保でき

ると判断する可能性があるからである。司法書士が例外の1%を問題視して躊躇している間に先を越されては意味

がない。 

本人確認、意思確認についても現在は人によっているが、今後どうなっていくか不明確である。社会はデジタ

ル化へ向かっているため、デジタル化の中での本人確認、意思確認の方法が議論されていくであろう。その中で、

新しい方法が提案され、法令化し、裁判例が出て、世論が形成されれば、本人確認、意思確認も人が行うことは

例外を除いては無くなるかもしれない。その場合、登記申請もほとんどがAIで可能となろう。 

以上のように司法書士業務特化の AI 開発とその問題点について議論してきた。その一番の問題点は司法書士

がAIについてあまりにも情報弱者であることである。司法書士は仕事の性質上、情報強者として依頼人と接して

いるが、司法書士自身が情報弱者となった場合に、どのように行動するのが利益を最大化するのかを自覚する必

要がある。その一歩は間違いなく正しい知識を得て正しく理解をすることである。 

 

  



第３ 信頼に基づく自由なデータ流通（DFFT）の意義と展望 

 

1. はじめに 

デジタル経済の発展に伴い、データの国際的な流通が経済成長やイノベーションにとって不可欠な要素となっ

ている。しかしながら、プライバシー保護やサイバーセキュリティなどの課題が指摘され、各国はデータの管理

と保護に関する政策を強化している。こうした背景の中、日本が2019年のG20サミットで提唱した「信頼に基づ

く自由なデータ流通（DFFT: Data Free Flow with Trust）」は、データの自由な流通と信頼性の確保を両立する

概念として注目されている。本稿では、DFFTの基本概念、最新の動向、データスペースの活用事例、そして司法

書士業務への影響について考察する。 

 

2. DFFTの基本概念と国際的動向 

DFFTは、国境を越えたデータ流通を促進しつつ、個人情報保護やセキュリティを確保する枠組みである。近年、

この取り組みは G7 や G20 をはじめとする国際会議で積極的に議論されており、2023 年の G7 広島サミットでは

DFFTの推進が主要議題の一つとして採り上げられた。さらに、2024年5月のOECD閣僚理事会では、DFFTを具体

化するための国際メカニズム「DFFT/IAP（Institutional Arrangement for Partnership）」が設立され、データ

ガバナンスに関する議論が行われた。 

同年9月のG20デジタル経済大臣会合では、デジタル公共インフラの相互運用性確保を通じた公共・民間部門

の包摂性向上が議論され、DFFTの重要性が再確認された。また、10月のG7デジタル・技術大臣会合では、デジ

タル政府、AI ツールキット、デジタル・アイデンティティ・マッピングなどの課題に加え、広島 AI プロセスに

基づくAI開発者向けの行動規範のモニタリングに関する議論が進められた。 

 

3. データスペースの概念と活用事例 

データスペースとは、国境や分野の壁を越えてデータを連携・活用する新しい枠組みであり、主に欧州で発展

している。この仕組みでは、データ提供者がデータの主権を保持しつつ、共通のデジタル基盤を利用して公平か

つ相互運用性を確保することが求められる。 

特に医療分野では、EUが「European Health Data Space（EHDS）」を推進し、加盟国内で国境を越えた医療デ

ータ共有を実現しようとしている。EHDSは、標準化された交換フォーマットを活用し、異なる国や言語で利用さ

れるデータの相互利用を可能にする枠組みである。2022年に法案が提出され、2024年3月にはEU理事会と欧州

議会が暫定的な政治合意に達した。 

日本においても、2022 年に首相をトップとする医療 DX 推進本部が設置され、電子カルテや処方情報の統合的

な管理を目指している。しかし、 

・EHDSのような基盤システムの不在 

・個人情報保護法に基づく情報活用の同意要件 

・国民のデータを統合するための共通IDの未整備 

といった課題が残されている。これらの問題に対処しつつ、国際的な標準に適合した医療データ活用の枠組みを

構築することが急務である。 

 

4. DFFTと司法書士業務への影響 

デジタル庁は 2026 年に約 500 万の企業の登記情報を集約したデータベースの稼働を計画しており、自治体と

のデータ流通を通じた行政手続きの効率化を目指している。この取り組みが進展すれば、商業登記や不動産登記

のデジタル化が加速し、司法書士業務にも大きな影響を与えることが予想される。 

将来的には、全国の司法書士事務所や土地家屋調査士事務所間でデータスペースを形成し、権利情報や本人確

認記録を安全に共有する仕組みが構築される可能性がある。例えば、ある個人が不動産を購入した際のデータを、

数年後の売却時に参照することで、取引の安全性を向上させることができる。また、国際間のデータ流通が進め

ば、外国企業の登記管理の在り方にも変革が生じるかもしれない。 

 

5. おわりに 

DFFTの概念は、デジタル経済の発展に不可欠なデータ流通の自由化と信頼性の確保を両立させる重要な枠組み

である。国際的な議論を通じて制度設計が進められる中、日本においてもデータスペースの活用を推進し、医療

や司法書士業務といった分野でのデータ利活用を進める必要がある。特に、法的整備やデータ管理の仕組みを国



際標準に適合させることが今後の課題となる。 

DFFTの理念を基に、政府、企業、そして法律専門家が連携し、安全で信頼性のあるデータ流通の仕組みを構築

することで、デジタル社会のさらなる発展が期待される。 

 

 

  



第４ 日本におけるリーガルテック発展のための規制の在り方と提言 

 

1. はじめに 

リーガルテックは、法律分野における技術革新を指し、効率化、透明性の向上、コスト削減、司法アクセスの

改善を目的とした革新的なサービスやプラットフォームを提供している。日本において、この分野が「法の支配」

を維持し、法律家への信頼を高めつつ、利用者の司法アクセスを促進する形で発展するためには、適切な規制の

設計が必要である。本稿では、シンガポール、タイ、フィリピンとの比較を通じて、日本におけるリーガルテッ

クの規制の在り方を検討し、今後の展望を提言する。 

 

2. 諸外国におけるリーガルテック規制の現状 

2.1 シンガポール 

 シンガポールはアジアのリーガルテックの中心地として発展しており、政府の支援や国際的なビジネス環境の

整備によってリーガルテックの成長を促進している。例えば、裁判所や法律事務所のデジタル化が進んでおり、

オンライン訴訟手続きや電子証拠開示（e-Discovery）が導入されている。 

シンガポールでは、個人データ保護法（PDPA）によるデータ保護の基準が厳格に定められているほか、AI活用に

関しても透明性と公平性が求められている。また、スマート契約が合法的に認められており、リーガルテック企

業の活動を促進するための法的枠組みが整っている。 

 

2.2 タイ 

 タイでは、リーガルテックの発展が進んでおり、特にAI技術の導入が注目されている。司法システムのデジタ

ル化を目的としたD-Court（Digital Court）政策が推進され、電子ファイリング（e-Filing）や電子裁判（e-Trial）

などが導入されている。 

 

また、タイ政府は AI 技術のリスクを考慮した規制を進めており、2022 年には「人工知能システムを使用する

事業者に関する勅令案」が提案された。この勅令案では、AIをリスクレベル別に分類し、適切な規制を適用する

枠組みを設けている。 

 

2.3 フィリピン 

 フィリピンでは、リーガルテックは主に文書管理、電子証拠開示、訴訟管理の分野で活用されている。特に、

クラウドベースのソリューションが普及し、弁護士がリモートで法務業務を遂行できる環境が整備されている。 

 フィリピン最高裁判所は「A Strategic Plan for Judicial Innovations 2022-2027（SPJI）」を策定し、電子

裁判所（e-Court）システムの開発を推進している。また、仮想通貨やデジタル資産に関する規制も強化されてお

り、フィリピン証券取引委員会（SEC）は「仮想資産サービスプロバイダー（CASP）ルール」を策定し、透明性の

確保と市場の安定を図っている。 

 

3. 日本におけるリーガルテック規制の現状 

3.1 現状と課題 

 日本におけるリーガルテック市場は急速に成長しており、契約管理、電子署名、AIによる文書レビュー、法律

相談プラットフォームなどの分野で革新が進んでいる。しかし、以下の課題が指摘されている。 

・弁護士法との整合性 

 日本では、弁護士法により法律業務は弁護士に限定されており、AIを利用した契約書レビューや法的アドバ

イスの提供が「非弁行為」に該当する可能性がある。 

・技術革新に対する法制度の遅れ 

 スマートコントラクトやブロックチェーン技術の活用に対する法的枠組みが未整備であり、技術革新に法制

度が追いついていない。 

・信頼性の確保 

 AIによる契約書作成や判例分析の信頼性や精度が十分に担保されていない。 

・市場の成熟不足 

 米国や欧州に比べ、日本のリーガルテック市場規模は小さく、普及のスピードも遅れている。 

 



4. 今後の展望と提言 

 リーガルテックの健全な発展を促進するために、以下の施策が求められる。 

・非弁リスクの明確化 

リーガルテックが非弁行為に該当しないためのガイドラインを政府が策定し、法的明確性を高める。 

・技術と法制度の融合を促進 

スマートコントラクトやAIを活用した法的業務の導入を可能にする法改正を進める。 

・信頼性評価の第三者機関の設立 

AIによるリーガルテックツールの品質を評価し、信頼性を保証する第三者機関を設置する。 

・普及促進のためのインセンティブ政策 

中小企業向けにリーガルテック導入の補助金制度を創設し、日本企業のグローバル競争力向上を支援する。 

 

5. おわりに 

リーガルテックは、法的サービスの質を向上させ、日本の法律業界全体の効率化と国際競争力向上に寄与する。

しかし、適切な規制がなければ、技術革新が阻害される可能性もある。政府、法律関係者、技術者が連携し、技

術と法の調和を図ることで、日本におけるリーガルテックの持続的な発展を実現することが求められる。 

 

 

  



第５ 当部会概要まとめ 

   司法書士業務におけるデジタル・トランスフォーメーション（DX）の現状と課題 

 

要旨 

現代社会におけるデジタル技術の進展は、司法書士業務にも大きな影響を及ぼしている。本研究では、司法書

士業務DX推進研究部会の活動を基に、司法書士業務におけるデジタル・トランスフォーメーション（DX）の現状

を分析し、今後の課題について考察する。特に、生成AIの活用、リーガルテックの国際的動向、データ流通の国

際標準化、業界全体のデジタルリテラシーの向上、行政機関との連携の強化に焦点を当て、司法書士業務のDX推

進に必要な方策を論じる。 

 

1. 司法書士業務における生成AIの活用 

 

司法書士業務において、生成AIの導入が注目されている。ChatGPTやCopilot、GeminiといったAI技術は、

リーガルチェックや文書作成支援の分野で活用される可能性が示唆されている。これにより、業務の効率化およ

び精度向上が期待される。しかしながら、法的判断に関わる領域においては慎重な運用が求められる。AIは独自

の判断基準を持たないため、誤った情報の提供が依頼者に不利益をもたらす可能性がある。この問題に対応する

ためには、司法書士がAIの限界を十分に理解し、適切な監督のもとで運用することが不可欠である。 

 

2. リーガルテックの国際的動向と日本における遅れ 

リーガルテックの国際的動向を考察した結果、日本のリーガルテック普及度が諸外国と比較して遅れているこ

とが明らかとなった。欧米諸国では、電子契約やオンライン申請システムの整備が進んでおり、日本においても

これらの技術を導入する必要がある。特に、民事裁判手続きのIT化が進む中で、司法書士業界がDXを積極的に

推進し、電子契約やオンライン登記申請の普及を促進することが求められる。 

 

3. データ流通の国際標準化とDFFTの影響 

国際的なデータ流通の枠組みであるDFFT（信頼に基づく自由なデータ流通）に関する研究を踏まえ、司法書士

業務への影響を検討した。安全性を確保しつつ、登記情報や相続情報などのデータを国際的に活用できる仕組み

の構築が今後の課題となる。これにより、国境を越えた取引や国際的な相続案件において、迅速かつ効率的な法

的支援が可能となる。 

 

4. 業界全体のデジタルリテラシー向上 

司法書士業務における DX 推進の最大の課題の一つは、業界全体のデジタルリテラシーの向上である。現状で

は、一部の司法書士がDXに積極的に取り組んでいるが、業界全体としての意識改革が不可欠である。特に、ブロ

ックチェーン技術や AI を活用した新たな業務プロセスの導入に向けた教育プログラムの整備が求められる。司

法書士のDXリテラシーを高めることにより、業務の効率化と法的サービスの質の向上が期待される。 

 

5. 行政機関との連携強化 

司法書士業務のデジタル化を促進するためには、行政機関との連携強化が不可欠である。特に、政府が推進す

るデジタル庁の施策と連携し、電子登記やオンライン申請システムの整備を進めることが求められる。これによ

り、司法書士業務の効率化が進み、依頼者に対するサービスの向上が期待される。また、官民連携によるデジタ

ルプラットフォームの構築が、より円滑な法的手続きを実現する鍵となる。 

 

6. 結論 

本研究を通じて、司法書士業務における DX 推進の重要性が明確となった。AI やリーガルテックの活用、デー

タ流通の国際標準化、業界全体のリテラシー向上、行政機関との連携強化が、司法書士業務の未来を形成する要

素となる。司法書士は、デジタル社会の変化に適応しながら、新たな技術を積極的に取り入れることで、より高

品質な法的サービスを提供できるようになることが期待される。 
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

１．本研修資料は、解説を優先する都合等により、
⼀部正確では無い箇所があります。

２．本研修資料は、2024-10-01現在の情報です。

３．本⽇の研修は、遺産承継業務等でデジタルなんとかを
探索する際に知っておくべきポイントに、
広く浅く触れていただくことを⽬的としています。
従いまして、ＤＡＯやＮＦＴなどの個別具体的な探索
⽅法については、別途専⾨の研修でご研鑽ください。

Ａ

3

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

４．本研修資料に関する権利は、
全て担当講師個⼈に帰属しています。

５．資料内の画像等は、公式サイトのスクリーンショット等
の⼀部を除き、講師個⼈が権利を有しています。

６．講義の内容は、講師の⾒解に基づくものであり、
資料の内容及び講師の⾔動については、
⽇本司法書⼠会連合会及び司法書⼠総合研究所は、
１ミリも責任を負いませんのでご了承願います。

Ａ
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Ａ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

本⽇の⽬的

デジタルなんとかに対する
抵抗感や拒絶感を無くしてもらう事

5

Ａ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

本⽇の結論

職責と⾏為規範に照らして、
途中で諦めることも必要。
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Ａ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

本⽇の結論

被相続⼈が使っていた携帯電話は
絶対にしばらく解約しないこと！

7

総研の紹介と
⾃⼰紹介
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Ｂ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

司法書⼠総合研究所は、学術研究を⾏う⽇司連の常設機関
総合研究所は，司法書⼠に関係する国内外の諸制度並びに法令等について，学術的，理論的な調査，
研究を恒常的に⾏い，会務執⾏の意思決定に資するとともに，司法書⼠の法律実務家としての資質の
向上を図り，もって公正な社会の発展に寄与することを⽬的とする。

常設研究部会 １）司法・司法書⼠制度研究部会
２）不動産登記制度研究部会
３）業務開発研究部会
４）司法書⼠業務ＤＸ推進研究部会
５）憲法研究部会
６）家事事件研究部会

特別研究部会 商業登記制度研究部会

（⽇司連サイトから引⽤）

9

チャットと
情報漏洩
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

Ｑ 司法書⼠ ↔ 補助者
司法書⼠ ↔ 依頼者 間の
チャットツールは、
何をつかっていますか？

Ｂ

11

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

Ｑ そのツールを使うに⾄った
経緯を教えてください。

・みんな使っているから
・依頼者が指定したから
・⾃分は⼤丈夫だと思っているから
・情報漏洩させても故意が無いから
・情報漏洩させてもどうせばれないから
・デジタル関係はよくわからないので
・特に理由はない

Ｂ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

Ｑ 情報漏洩の可能性を
理解した上でそのツールを
選定しましたか？

Ｂ

13

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

Ｑ 依頼者が指定したツールに
疑念が残る場合、それを断り
⾃⾝が指定する
別のツールの使⽤を強制できますか？

Ｂ

14
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

Ｑ 司法書⼠の意思よりも
依頼者の意思を優先すべき
理由はありますか？

有るとすれば、それはなんですか？

Ｂ

15

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

司法書⼠法
（司法書⼠の使命）
第１条 司法書⼠は、この法律の定めるところによりその業務とする登記、供託、訴訟その他の法律事務の

専⾨家として、国⺠の権利を擁護し、もつて⾃由かつ公正な社会の形成に寄与することを
使命とする。

（職責）
第２条 司法書⼠は、常に品位を保持し、業務に関する法令及び実務に精通して、

公正かつ誠実にその業務を⾏わなければならない。

Ｂ

16



研修会資料 09 Nov 2024

9

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

司法書⼠⾏為規範
前⽂ 司法書⼠の使命は、国⺠の権利を擁護し、もって⾃由かつ公正な社会の形成に寄与することにある。

その使命を⾃覚し、⾃らの⾏動を規律する規範を明らかにするため、司法書⼠⾏為規範を制定する。
我々は、これを実践し、社会の信頼と期待に応えることをここに宣⾔する。

第０４条 司法書⼠は、常に、⼈格の陶冶を図り、教養を⾼め、司法書⼠としての品位を保持する。

第１１条 司法書⼠は、業務上知り得た秘密を保持しなければならず、⼜は利⽤してはならない。
司法書⼠でなくなった後も同様とする。

第７６条 司法書⼠は、法律の定めにより他⼈の財産を管理する者に選任された場合には、その⽬的を達する
ため誠実に財産管理を⾏わなければならない。

第７８条 司法書⼠は、遺産承継業務を受任する場合には、委任契約書を作成するなどして、依頼者に対し、
受任事務の内容及び範囲を明らかにしなければならない。

２ 司法書⼠は、前項の場合においては、事案に応じて、依頼者に対し、業務の中断⼜は終了に関する
事由を明らかにしなければならない。

Ｂ

17

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

埼⽟司法書⼠会会則
第８１条 司法書⼠会員は、法律学その他必要な学術の研究及び実務の研鑽に努めるとともに、

たえず⼈格の向上を図り、司法書⼠としての品位を保持しなければならない。
２ 会員は、公正かつ誠実にその業務を⾏わなければならない。

宮城県司法書⼠会会則
第８１条 司法書⼠会員は、法律学その他必要な学術の研究及び実務の研鑽に努めるとともに、

たえず⼈格の向上を図り、司法書⼠としての品位を保持しなければならない。

どこに係るか解釈が分かれるかも知れませんが、今⽇のところは、係り⽅２か３でお願いします。
係り⽅１ 法律学＋その他（＝必要な学術の研究及び実務の研鑽）
係り⽅２ 法律学＋その他（＝必要な学術の研究及び ”法律学以外の事柄も含めた”実務の研鑽）
係り⽅３ 法律学＋その他必要な学術の研究＋ ”法律学以外の事柄も含めた”実務の研鑽

Ｂ

18
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

どうやら、司法書⼠は、

学術の研究等に留まらず、
法律学とは関係がない実務「も」研鑽した上で、
依頼者の秘密を保持し、
社会の信頼と期待に応えなければならない

らしい。

Ｂ

19

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

どうやら、司法書⼠は、

誰かが懲戒処分をくらわないと、
⾃分のためであっても
本気で情報漏洩対策を考えない

らしい。

Ｂ

20
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

Ｂ

チャットツールの種類

組織統制可能型 単独⼀般型単独マニア型

・管理者が存在する
・有料版で使うべき
※無料版はいまいち

・司法書⼠事務所で管理運⽤
・依頼者単位の管理も可能

・電話番号の登録が必須
・安全性に定評あがある
・客寄せパンダ機能が無い
・広告が表⽰されない

・⾃⼰破壊機能がある
・マルチデバイス対応
・⼀般的に認知されていない

・個⼈⽤に限定するべき

・道ばたの電柱に
封筒に⼊れた個⼈情報を
貼りながら歩くようなもの

※中には、そのツールを⽌めるか
司法書⼠を辞めるべきか
レベルのサービスもある

21

デジタル
なんとか等

22
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Ｃ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

相続 後⾒ 遺産承継 等の業務

に関連しそうな 「デジタルなんとか」といえば？

23

Ｃ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

暗号通貨 ＝ 暗号資産 なのか？
資⾦決済に関する法律 第２条第１４項
この法律において「暗号資産」とは、次に掲げるものをいう。ただし、⾦融商品取引法第⼆⼗九条の
⼆第⼀項第⼋号に規定する権利を表⽰するものを除く。
１ 物品等を購⼊し、若しくは借り受け、⼜は役務の提供を受ける場合に、これらの代価の弁済のた
めに不特定の者に対して使⽤することができ、かつ、不特定の者を相⼿⽅として購⼊及び売却を⾏う
ことができる財産的価値（電⼦機器その他の物に電⼦的⽅法により記録されているものに限り、本邦
通貨及び外国通貨、通貨建資産並びに電⼦決済⼿段（通貨建資産に該当するものを除く。）を除く。
次号において同じ。）であって、電⼦情報処理組織を⽤いて移転することができるもの
２ 不特定の者を相⼿⽅として前号に掲げるものと相互に交換を⾏うことができる財産的価値であっ
て、電⼦情報処理組織を⽤いて移転することができるもの

まとめ 暗号通貨は暗号資産の⼀種 と考えて実務上混乱することは無いであろう。

24
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Ｃ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

デジタルなんとかの共通ポイント

それ単体を⾁眼で⽬視することは
絶対に不可能

それ単体を裸で持ち歩いている⼈は
絶対にいない
→ 記録媒体に記録し保管しているはず

原則複製してもその価値に変化はない
→ ほぼ同じ物が無限に複製できる
→ ＮＦＴ等を除く

25

Ｃ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

デジタルなんとかと所有権

余談 デジタルデータそれ⾃体に所有権はない（ＮＦＴを含む）

・デジタルデータは、無形物であるため、「物」ではない

・デジタルデータは、物ではないため、物権が及ばない

・デジタルデータに所有権を概念する根拠法は存在しない
⺠法第１７５条（物権法定主義）

26
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Ｃ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

⾝近なアカウント系
・ＰＣ／スマートフォン／タブレット

・電⼦メール
gmail, 独⾃ドメイン 等

・チャットサービス
WhatsApp, Line 等

・ＳＮＳ
facebook, X, Instagram, LinkedIn

・電⼦お薬⼿帳

・動画配信サービス
Netflix, Hulu 等

⾦融⼝座系
※いわゆる銀⾏や暗号資産関連

・普通の銀⾏のオンラインアカウント（国内）

・普通の銀⾏（国外）
DBS, OCBC, OCBC-NISP, BNI 等

・ネットのみ銀⾏（国内）
JRE銀⾏, 楽天銀⾏, SBI新⽣銀⾏ 等

・ネットのみに限らず銀⾏（国外）

・ネットのみ証券（国内）
SBI証券, 楽天証券, DMM.com証券 等

・ネットのみに限らず証券（国外）
 
・暗号資産販売所（国内）
・暗号資産販売所（国外）

・暗号資産取引所（国内）
Coincheck, GMOコイン, bitFlyer 等

・暗号資産取引所（国外）
Bybit, FXGT, BTCC, Binance 等

・国外会社と締結している⽣命保険 等

電⼦マネー系
・交通系電⼦マネー

suica, pasmo 等

・流通系電⼦マネー
nanaco, waon 等

・決済系電⼦マネー
PayPay, Rakuten Edy 等

・ギフトカード系
amazon, apple, google 多数

ポイント溜まる系
・クレジットカードの利⽤ポイント

Dicers Club, American Express 等

・航空会社のマイル
NH, JL, SQ, GA 等

・ＥＣサイトのポイント
Amazon, Rakuten, えきねっと 等

権利系 ※要注意※
・購⼊した動画コンテンツ

※利⽤権のみの場合あり
AmazonPrime, 等
◎ｱﾀﾞﾙﾄｺﾝﾃﾝﾂを漏らしがち

・配信していた動画コンテンツ
※被相続⼈が配信事業者だっ

た場合は著作権等に注意
収益化されている可能性有

◎ｱﾀﾞﾙﾄｺﾝﾃﾝﾂを漏らしがち

・ＮＦＴ（デジタルアート等）
OpenSea, Rarible 等

・ＤＡＯ（分散型⾃⽴組織）
地⽅創⽣系 等

送⾦系 ※要注意※
※国内外の送⾦のみを⽬的とした⾦融機関

・wise https://wise.com/
・Jcoin https://j-coin.jp/
・PRIN   https://www.pring.jp/
・COTRA https://www.cotra.ne.jp/ 等

ストレージ系
・クラウドサービス

※ 他にも多数存在する。

27

いきなり
少し逸れますが

28
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Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

実務であまり触れる事が無いかもしれない

⽇本国外の資産と送⾦の概念

・運⽤⽬的で資産を国外に移動させていた被相続⼈の資産も相続財産
・国外資産を漏らした場合、司法書⼠の過失になる時代がくるだろう
・司法書⼠の知識と能⼒不⾜を依頼者に転嫁しないこと

29

Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

実務であまり触れる事が無いかもしれない

⽇本国外の銀⾏⼝座

運⽤⽬的で資産を国外に移動させていた被相続⼈の資産も相続財産ですよ

30
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Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外の銀⾏アプリ 例 ※クレジットカードの引落⼝座になっている可能性あり
OCBC-NISP, BNI, DBS 等

※国外銀⾏の取引は
ほぼ100%専⽤アプリ経由

※資産隔離⽬的専⽤銀⾏の場合
専⽤アプリが無い事が多い
＝プライベートバンク(PB)

認証⽅法 窓⼝で対⾯確認か
専⽤サイト
毎回ＳＭＳ認証
声紋認証

OCBC NISP, Indonesia      BNI, Indonesia            DBS, Singapore

31

Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外の銀⾏アプリ 例 OCBC-NISP銀⾏（詳細は後ほ
ど）

※ｵﾝﾗｲﾝﾃﾞﾋﾞｯﾄｶｰﾄﾞ
好きなだけ発⾏できる

 

 
      開設⼝座⼀覧 普通⼝座の通貨建⼦⼝座 定期⼝座の⼦⼝座 付属ｵﾝﾗｲﾝﾃﾞﾋﾞｯﾄｶｰﾄﾞ

普
通
⼝
座

定
期
⼝
座

ｲﾄﾞﾈｼｱﾙﾋﾟｱ

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙﾄﾞﾙ

ｱﾒﾘｶﾄﾞﾙ

ﾕｰﾛ

ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾄﾞﾙ

⾹港ﾄﾞﾙ

32
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Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

実務であまり触れる事が無いかもしれない

⽇本国外の⽣命保険

私は、実際に「死亡保険⾦の受取⼿続き」を漏らしたことがあります。

33

Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外住所で締結している運⽤ありきの⽣命保険等 ※⼿続きを漏らしがち

Great Eastern Holdings Limited https://www.greateasterngeneral.com/id/

※運⽤利回りが年６％を超えることも珍しくない （定期預⾦⾦利が年５％前後も珍しくないので、これ以上の利率で運⽤できないと興味がわかなかったはず）

34
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Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

実務であまり触れる事が無いかもしれない

資⾦移動業者
≠ 銀⾏

35

Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国内外送⾦のみを⽬的とした⾦融機関（資⾦移動業者）
wise, Jcoin, PRIN, COTRA 等

36
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Ｄ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国内外の送⾦のみを⽬的とした⾦融機関（資⾦移動業者）
例 wise

SWIFTを使⽤せずに直接移転

国際銀⾏間通信協会のネットワーク

SWIFT NISPIDJAXXXSWIFT MHCBJPJTXXX

SWIFT SMBCJPJTXXX

SWIFT BOSSJPJTXXX

SWIFT BNINIDJAXXX

SWIFT DBSSSGSGXXX

物理ﾃﾞﾋﾞｯﾄｶｰﾄﾞの発⾏も可能
世界中の決済に使⽤できる

国
外
に
お
け
る
国
内
処
理

国
内
処
理

SWIFT TRWIJPJ1XXX SWIFT TRWISGSGXXX

⽇本国内の⾦融機関 ⽇本国外の⾦融機関

Ａの国内⼝座

Ａの国内⼝座

Ｂの国外⼝座

Ｂの国外⼝座

37

ＤＡＯとＮＦＴ
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Ｅ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

司法書⼠業界のだれもが「⼝を開けば話題にしているはず」の

ＤＡＯ

39

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

2005年(H17) 03⽉07⽇
2006年(H18) 05⽉01⽇
2019年(R元) 06⽉01⽇
2019年(R元) 07⽉01⽇
2020年(R02) 04⽉01⽇
2024年(R06) 04⽉01⽇
2024年(R06) 04⽉22⽇

Ｅ

改正不登法 施⾏
会社法 施⾏
所有者不明⼟地法 施⾏
改正⺠法・親族法 施⾏
改正⺠法・債権法 施⾏
改正不登法（相続登記義務化） 施⾏
ＤＡＯ関連法令改正及び解釈変更 施⾏

40
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

2024年(R06) 04⽉22⽇付ＤＡＯ関連法令改正及び解釈変更等の施⾏で

⽇本版ＤＡＯは、既に
３条業務になってますよ。

定款作成が究極的にマニアックなので、相当の研鑽と備えが無いと対応不能

Ｅ

41

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

主なポイント
「⾦融商品取引法第⼆条に規定する定義に関する内閣府令の⼀部を改正する内閣府令」の⼀部改正

・トークン化された合同会社等の社員権について、⼀定の場合には通常の合同会社等の社員権と同等
の規制とするための所要の改正

・資⾦調達や利益の分配が可能になった
・ガバナンストークンが有価証券に該当するか否か（資⾦決済法第２条第１５項）
・当該法⼈が資⾦調達するにあたり「第⼆種⾦融商品取引業の登録」が必要か否か

などの解釈変更

※詳細は、⾦融庁のサイトを参照してください。
https://www.fsa.go.jp/news/r5/shouken/20240201/20240201.html#%別紙
https://www.fsa.go.jp/news/r5/shouken/20240201/01.pdf
https://www.fsa.go.jp/news/r5/shouken/20240201/02.pdf Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

⽇本版ＤＡＯの主なポイント
・ＤＡＯそのものに法⼈格が付与されるわけでは無い
・会社法に準拠した既存の合同会社や株式会社の形態を採⽤することで法⼈格を取得
・会社法や商業登記法が改正されたわけでは無い
・外⾒は合同会社や株式会社、中⾝はＤＡＯ
・登場⼈物の地位にごとに「地位と権限＝専⽤トークン」を付与する
→ 株主トークン、社員トークン、取締役トークンなど

・トークンの種類（≒地位や権限を表章するもの）はある程度⾃由に設計可能
→ 拒否権付種類株式に似たトークンも発⾏できる

（参考）世界初のＤＡＯ法とされる、アメリカ合衆国ワイオミング州法でも、
正⾯からＤＡＯに法⼈格を認めてはいない
＝既存の法⼈形態である有限責任会社(LLC) の要件等を満たしている必要がある

2021年07⽉01⽇施⾏
Ｅ

43

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＤＡＯ : Decentralized Autonomous Organization（分散型⾃⽴組織）
地⽅創⽣系（みちのくＤＡＯ：仙台市） 等

・やや⼒業感はあるが、⼀応法⼈格付与も可能
※正⾯突破型ＤＡＯはまだ商業登記できない

・組織の代表者が存在しない
・匿名性を担保することも可能
・内部統制はガバナンストークン
を⽤いてブロックチェーン上で⾏われる

・ＤＡＯの権利義務はＮＦＴで管理運⽤

・定款は「従来型＋スマートコントラクト」
・決議の結果はブロックチェーンで
記録され半永久的に保管されていく Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＤＡＯ : Decentralized Autonomous Organization（分散型⾃⽴組織）
地⽅創⽣系（みちのくＤＡＯ：仙台市）

仙台市 https://www.city.sendai.jp/project/koho/kisha/r4/1019tokku.html
Ｅ

45

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＤＡＯ : Decentralized Autonomous Organization（分散型⾃⽴組織）
地⽅創⽣系（みちのくＤＡＯ：仙台市）

みちのくDAOは、2022年に⽴ち上がった
東北を盛り上げたい⼈々による
『地域経済振興DAO』です。
みちのくDAOに参加することで、
世界中の⼈々と東北を舞台にした
イベント・ネットワーク・ビジネス作り
を楽しむことができます。

東北6県にあるお店や東北に関連するお店様向けの相談窓⼝としての機能も持っています。
また東北魂NFTをホールドされている⽅を対象にしてユーティリティをご提供していただくこと
により、お店の集客や宣伝効果を期待できます。みちのくDAOとご⼀緒させて頂いたコラボレー
ションイベントなども相談することができます。（デジさと・みちのくＤＡＯから引⽤）
https://www.digisato.com/projects/12 Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＤＡＯにも使われている、

ブロックチェーンとＮＦＴ

Ｅ

47

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＤＡＯにも使われている、

ブロックチェーン
ビットコインやＮＦＴでも使⽤されている技術の話

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

 

ブロックチェーンは、

 ビットコインなどの暗号資産や、ＮＦＴでも

 使われている、基盤技術の名称。

Ｅ

49

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ブロックチェーン技術（基盤技術）

[ざっくりした仕組み]

取引記録（ブロック）単位でデータを暗号化し、取引が発⽣する
度に、その時点における最後の部分に、記録したい取引ブロック
を追加することで、時系列に沿ったチェーンのように連続した
データ群を⽣成し続けることができる技術。

ブロックを追加するためには、不特定多数のユーザーに、
係る追加するブロックの控えを⽣成してもらわなければならない。

不特定多数のユーザーの⼿元にブロックの控えが残るため、
データの改竄が事実上不可能で、かつデータ⽋損が限りなく無い。
※不特定多数のユーザーの⼿元に複製したデータが有るため、
システムがダウンしても、容易に復元可能（⾃動修復も可能）

※⼀部のブロックを改竄することは事実上不可能（改竄⾃体はできる） Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ブロックチェーン技術（ざっくりとした連結⼿順）

・ナンス値
・取引データ

直前ブロックの
ハッシュ値

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ブロックチェーン技術（地球上のあらゆる所で連結承認される）

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ブロックチェーン技術（事実上改竄不能とされるざっくりとした理由）

※ 技術的にブロックの改竄⾃体は可能
但し改竄しても、すぐにばれるため
改竄する意味が全く無い
＝ 事実上改竄不能

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ブロックチェーン技術（地球上のあらゆる所で連結承認される）

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ブロックチェーン技術（基盤技術）

⽤語：ブロックチェーン 取引履歴（ブロック）単位で暗号化し、時系列に沿って連続的に結合
していく技術の名称

⽤語：ビットコイン ブロックチェーン技術を⽤いた暗号資産の⼀種（≒通貨の名前）

[たまに⽿にする間違い]

◎ ビットコインを買ったんだ。
◎ ＮＦＴの〜を買ったんだ。
× ブロックチェーンを買ったんだ。

＝インターネットを買ったんだ。と同レベルではずい。
Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＤＡＯにも使われている、

ＮＦＴ
≒ デジタル登記済証？

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＮＦＴ : Non-Fungible Token（デジタルアート等）

Ｅ

57

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＮＦＴ : Non-Fungible Token（デジタルアート等）
取引サービスの代表例 OpenSea, Rarible 等

・ブロックチェーン技術を⽤いて設計されている点においては、暗号資産と同じである。
しかし、暗号資産に代替性が有るのに対し、ＮＦＴには代替性が無い（⾮代替性）点で異なる。

・代替性が有る例 ： 印鑑証明書・物理的な紙幣や硬貨・ビットコイン等の暗号資産
・代替性が無い例 ： 登記済証・美術品

・ＮＦＴの取引は⾃然界で⾏われている通常の売買と同じ概念で⾜りる。
・ブロックチェーン技術を基盤としているため、原則として、売主買主のみでは取引ができない。
・取引内容（ブロック）には、売り主買い主の情報以外にも、唯⼀無⼆の特定の情報が記録される
だけでなく、転売時の制限や、⽀払請求権等の内容を電⼦契約として記録する事もできる。

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＮＦＴ : Non-Fungible Token（デジタルアート等）
ＮＦＴ取引の主な当事者

買主Ａ

売主⼜は権利者Ｂ

Ａの交換所

Ａのウォレット

Ｂのウォレット

ＮＦＴ取引所
OpenSea 等

Ｂの仮保管庫Ａの仮保管庫

暗号資産取得

暗号資産で
代⾦⽀払い

暗号資産で代⾦受取

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＮＦＴ : Non-Fungible Token（デジタルアート等）
取引サービスの代表例 OpenSea, Rarible 等

⼀般的に、ＮＦＴ取引をしている当事者は、最低３組の認証情報を使い分けているはず。

１． 暗号資産販売所⼜は暗号資産取引所
例 CoinCheck

２． 暗号資産ウォレット
例 METAMASK

３． ＮＦＴの取引所
例 OpenSea

全てにおいて、
デジタル資産が⼊っている
可能性がある。
→ 全てチェックするべき

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＮＦＴ : Non-Fungible Token（デジタルアート等）
ＮＦＴ取引の主な当事者

買主Ａ

Ａの交換所

Ａのウォレット

ＮＦＴ取引所
OpenSea 等

Ａの仮保管庫

暗号資産取得

暗号資産で
代⾦⽀払い

全てにおいて、
デジタル資産が
⼊っている
可能性がある

↓

全てチェックするべき

Ｅ

61

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＮＦＴ : Non-Fungible Token（デジタルアート等）

電⼦契約書 電⼦契約書電⼦契約書

電⼦契約書（スマートコントラクト・書換不能）
・年⽉⽇時分秒、売主Ａは買主Ｂに、１ＥＴＨでこの作品を売却した。
・買主Ｂは第三者に転売してはならない。
・売主Ａは、正規取引の証明として⾃⾝の （識別⼦）を埋め込んだ。

※電⼦契約に違背していたとしても、ブロックとしては連結される。
※ブロック⾃体暗号化されているため、

連結承認の際に契約内容まで確認できない。 Ｅ

A                                B                              C                               D
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

あったら⾯⽩そうなＮＦＴ（⼀部を単に置き換えるだけ・ＤＡＯの話ではない）

NFT版の 司法書⼠会の会員証
→ ⽇司連が⼀括発⾏すれば良い

ＮＦＴと関係ない雑談：現在の会員証は英語表記されていないので国外で
司法書⼠であることを疎明できない。（時々困る）

NFT版の 単位会総会の議決権⾏使や委任状

Ｅ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

あったら⾯⽩そうなＤＡＯ（組織を丸ごとＤＡＯ化する話）

⽇司連っぽいＤＡＯ

単位会っぽいＤＡＯ
せめて、単位会の定時総会だけでもＤＡＯ化してみたい

宮城県会さんの理事会だけでもＤＡＯ化してみませんか？ Ｅ
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探索に関する
雑学

65

Ｆ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

前知識１ 完璧に探索することは、無理

本⼈が と
本⼈の と
本⼈の で

探索精度は８０％決まる。

⽣前残したメモの有無

携帯電話のＳＭＳ
スマートフォン内のアプリ

66



研修会資料 09 Nov 2024

34

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

前知識１ 完璧に探索することは、無理

デジタル資産の探索は、スーパー司法書⼠でも
ゼロから全ての財産を探索することは不可能。
途中で諦めることも、⼤切
落とし所の判断は、⾃⼰責任

Ｆ

67

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

前知識２ 権利の帰属主体をごっちゃにしないこと

ガラ（アプリの場合もある）デジタルなんとか

Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

前知識２ 権利の帰属主体をごっちゃにしないこと

１． の所有者 と の権利者 が 場合

２． の所有者 と の権利者 が 場合

ガラ（アプリの場合もある） 中のデータ

有形物ならば所有権が概念できる 所有権が概念できない

⼀致する

⼀致しない

Ｆ

ガラ（アプリの場合もある） 中のデータ

69

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

前知識３ 「購⼊」を⽂字通り概念しないこと

例 動画コンテンツ配信サービスを使⽤していた場合

→ 被相続⼈がデジタルコンテンツなどの使⽤権しか有していなかった場合 など
※ 規約による
※ 約款により⼀⾝専属権
※ 解約処理が完了するまで事実上コンテンツが使⽤できる事が多い

例 本⼈が動画コンテンツを「購⼊していた」 ※⽤語にだまされないように（規約優先運⽤）
→ 約款上、「購⼊したコンテンツ」は、本⼈のアカウントでのみ再⽣できる
約款上、相続⼈は、本⼈の何らの権利も承継していない

→ 相続⼈は配信ベンダーに、本⼈のアカウントを閉鎖する⼿続きのみできる
→ 結局本⼈が「購⼊していたコンテンツ」も、アカウント閉鎖と同時に消滅する

Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

YAHOOニュース 2024-09-27 23:30

https://news.yahoo.co.jp/articles/fd2afb81fcaee78b238936811c576143026a667b

前知識３ 「購⼊」を⽂字通り概念しないこと

”実質「レンタル」なのに「購⼊」表記は欺瞞。
恒久的かつオフラインでの使⽤不可コンテンツに対し
カルフォルニア州にて「購⼊」表記禁⽌へ”

" 近年増加しつつあるユーザーに対しコンテンツへの
  アクセス権を付与する形でのオンライン販売を念頭
  に、恒久的かつオフラインでの使⽤が不可能なコン
  テンツに対し「購⼊」表記を禁⽌する法案が⽶国カ
  ルフォルニア州にて制定されました。"

Ｆ

71

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

          そもそも、電⼦マネー等は、

 
     相続の対象になるのか

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

ﾊﾟｿｺﾝ

Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

電⼦マネー ※物理板＋アプリ版それぞれの探索が必要

 

・Suica の中の残⾼は、相続 
・PASMO の中の残⾼は、相続
・WAON の中の残⾼は、相続
・nanaco の中の残⾼は、相続

 

・PayPayの中の残⾼は、相続

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

できる
できる
できる
できるようになった
旧nanacoカード会員規約第12条３（退会および会員資格の喪失） ※現在は削除※
会員が死亡した場合には、会員資格は喪失され、⼀切のnanaco電⼦マネーサービスを利⽤できなくなります。
この場合、nanacoカード内残⾼およびセンター預り残⾼はゼロとなり、また、現⾦の払戻しも⾏われません。

できる Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

鉄道系会社のポイント（例：ＪＲＥポイント）

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

ﾊﾟｿｺﾝ

ＪＲＥポイント
→ 相続 できない（⽣前に家族間譲渡する）

えきねっと https://www.eki-net.com/

Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ＥＣサイトのポイント（例：アマゾン）

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

ﾊﾟｿｺﾝアマゾン・ギフトカード
→ 相続

アマゾン・ポイント
→ 相続 できないできる

Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

航空会社のマイレージ（例：ＡＮＡ）

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

ﾊﾟｿｺﾝ

マイル
→ 相続

ANA SKY ｺｲﾝ
→ 相続

ﾌﾟﾚﾐｱﾑﾎﾟｲﾝﾄ
→ 相続

ｱｯﾌﾟｸﾞﾚｰﾄﾞﾎﾟｲﾝﾄ
→ 相続

できる
期間制限に注意

できない

できない

できない

全⽇本空輸株式会社 https://www.ana.co.jp/ Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

クレジットカード会社のポイント（例：AmericanExpress）

ＡＭＸのポイント
→ 相続 できない

ﾊﾟｿｺﾝ

Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

クレジットカード会社のポイント（例：DinersClub）

ＤＮＣのポイント
→ 相続 できない

ﾊﾟｿｺﾝ

Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

デジタルなんとかは、全て相続財産になる可能性が、

あ る

と、考えた⽅が良い。
Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

デジタルなんとかが相続財産になるか否かは、

１．先ずは、実際に探索し発⾒する
２．後から相続財産から除外する

⽅が良いかもしれない

※初めから探索対象から除外すると、壮⼤に事故る可能性が⾼い。
先ずは、全⼒で「全てを探索する気合い」が重要。

Ｆ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

デジタルなんとかを探索するとしても、

どこから⼿を付けよう・・・。

Ｆ

81

探索の為の探索

82
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

デジタルなんとかを探索する⼊⼝の探索

Ｇ

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ ﾀﾌﾞﾚｯﾄ NAS & ｸﾗｳﾄﾞ

その他の記録媒体 例

ﾊﾟｿｺﾝ

83

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

⾝近なアカウント系
・ＰＣ／スマートフォン／タブレット

・電⼦メール
gmail, 独⾃ドメイン 等

・チャットサービス
WhatsApp, Line 等

・ＳＮＳ
facebook, X, Instagram, LinkedIn

・電⼦お薬⼿帳

・動画配信サービス
Netflix, Hulu 等

⾦融⼝座系
※いわゆる銀⾏や暗号資産関連

・普通の銀⾏のオンラインアカウント（国内）

・普通の銀⾏（国外）
DBS, OCBC, OCBC-NISP, BNI 等

・ネットのみ銀⾏（国内）
JRE銀⾏, 楽天銀⾏, SBI新⽣銀⾏ 等

・ネットのみに限らず銀⾏（国外）

・ネットのみ証券（国内）
SBI証券, 楽天証券, DMM.com証券 等

・ネットのみに限らず証券（国外）
 
・暗号資産販売所（国内）
・暗号資産販売所（国外）

・暗号資産取引所（国内）
Coincheck, GMOコイン, bitFlyer 等

・暗号資産取引所（国外）
Bybit, FXGT, BTCC, Binance 等

・国外会社と締結している⽣命保険 等

電⼦マネー系
・交通系電⼦マネー

suica, pasmo 等

・流通系電⼦マネー
nanaco, waon 等

・決済系電⼦マネー
PayPay, Rakuten Edy 等

・ギフトカード系
amazon, apple, google 多数

ポイント溜まる系
・クレジットカードの利⽤ポイント
Dicers Club, American Express 等

・航空会社のマイル
NH, JL, SQ, GA 等

・ＥＣサイトのポイント
Amazon, Rakuten, えきねっと 等

権利系 ※要注意※
・購⼊した動画コンテンツ

※利⽤権のみの場合あり
AmazonPrime, 等
◎ｱﾀﾞﾙﾄｺﾝﾃﾝﾂを漏らしがち

・配信していた動画コンテンツ
※被相続⼈が配信事業者だっ

た場合は著作権等に注意
収益化されている可能性有

◎ｱﾀﾞﾙﾄｺﾝﾃﾝﾂを漏らしがち

・ＮＦＴ（デジタルアート等）
OpenSea, Rarible 等

・ＤＡＯ（分散型⾃⽴組織）
地⽅創⽣系 等

送⾦系 ※要注意※
※国内外の送⾦のみを⽬的とした⾦融機関

・wise https://wise.com/
・Jcoin https://j-coin.jp/
・PRIN   https://www.pring.jp/
・COTRA https://www.cotra.ne.jp/ 等

ストレージ系
・クラウドサービス

※ 他にも多数存在する。 Ｇ

残念ですが
⼈⼒で探してください

残念ですが
⼈⼒で探してください

残念ですが
⼈⼒で探してください
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探索のさわりを
少しだけ

85

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

被相続⼈等の本⼈が使⽤していた、

端末に⼊るための認証情報

Ｈ
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Ｈ
⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

デジタルなんとかを探索する場合、

被相続⼈等の本⼈が、
⾃らメモ等で認証情報などの
探索のヒントを残してくれていないと
全てを発⾒することは絶対に無理。
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

スマートフォン・タブレット端末・パソコン①

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

ﾊﾟｿｺﾝ

本
⼈
が
、
パ
ス
コ
ー
ド
な
ど
の

認
証
情
報
を
残
し
て
い
な
い
と

探
索
困
難
確
定
。

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

スマートフォン・タブレット端末・パソコン①

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

ﾊﾟｿｺﾝ

ス
マ
ー
ト
フ
7
ン
に
⼊
れ
る
と

本
⼈
の
取
引
履
歴
を
、

⽂
字
通
り
、

⼿
に
取
る
よ
う
に
探
索
で
き
る
。 Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

スマートフォン・タブレット端末・パソコン②

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

ﾊﾟｿｺﾝ

暗号資産以外の⾦融系アプリ

暗号資産の⾦融系アプリ

チャットアプリ

全て開いて確認する Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

スマートフォン・タブレット端末・パソコン①

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ﾀﾌﾞﾚｯﾄ

ﾊﾟｿｺﾝ

認
証
系
ア
プ
リ
が
開
け
る
と
、

次
の
段
階
に
進
め
る
。

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

SIMｶｰﾄﾞ

携帯電話の物理ＳＩＭカード① ※絶対に、いきなり解約しないこと！

原則として、そうそう簡単には同じ電話番号で復活させることはできない！

携帯電話会社の契約を理解しておくこと

契約１ ⾳声通話回線（＋ＳＭＳ）の契約

契約２ データ通信回線の契約

契約３ その他付属するサービス契約

← 絶対にいきなり解約しない！
ＳＭＳを使った認証ができなくなる！

← 解約しても１㎜も困らない

← 固定ＩＰサービスは絶対に解約しない！
接続元ＩＰアドレス認証ができなくなる！
※契約内容をよく確認すること

※ 超重要 ※

※ 超重要 ※

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外資産の探し⽅

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外資産を探索する⼊⼝の探索①

国外資産を形成するために、通常１回は本⼈確認のために現地に出向いている可能性⼤
→ パスポートのスタンプを確認する（⽇本を含め押印省略の国が増えている点に注意）
→ 必ずスタンプが無い出⼊国履歴もあるはずと考えるべき

例 ⽇本・シンガポールを１００往復しても、スタンプは原則ゼロ

パスポートのスタンプからは確認できない出⼊国履歴を確認する⽅法
１ ⽇本国籍者の場合は出⼊国在留管理庁に開⽰請求してみる
２ 航空会社に国際線の搭乗履歴を照会してみる
３ チャットアプリの履歴からそれらしき⽂字列をひたすら検索してみる など

※雑学※ ⼀度も出向かずに⼝座開設できる銀⾏もあることに注意が必要
⽅法１ エージェントを介して⼝座開設する⽅法
⽅法２ ⾮居住者でもフルオンラインで⼝座開設できる銀⾏ など

ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外資産を探索する⼊⼝の探索②

国外の銀⾏等の⼝座が⾒つかった場合は、開設理由を考えてみる
可能性１ 転勤等で在留期間がある場合は「⽣活決済⽬的」だったかもしれない

→ ⽣活圏内に他の資産が有るかもしれない
→ 離任等の時に閉鎖し忘れているだけかもしれない

※⻑期間放置＝預⾦⾦利次第では残⾼が爆増している可能性あり
可能性２ 在留期間の有無に関わらず、運⽤⽬的（資産隔離⽬的）かもしれない

→ 確実に運⽤益があるはず

司法書⼠の思考過程 例
１ 国外の⾦融機関であっても、通常、預⾦には⾦利が発⽣するはずだ
２ ⾦利は⾦融所得税の対象なので、必ず国税を納税しているはずだ
３ 納税記録をみれば、納税地（登録されている住所）を確認できるはずだ
４ 納税地を管轄する税務当局に「他の納税履歴の有無」も照会する事もできそうだな
５ 最後は⼝座を閉鎖しておいてあげるか（権限の有無に注意）

ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外資産を探索する⼊⼝の探索③ OCBCの定期預⾦

ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

定期預⾦

定期預⾦１

定期預⾦２

定期預⾦３

満期

年率

年率

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外資産を探索する⼊⼝の探索④ OCBCの定期預⾦

ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

全ての納税申告書をダウンロードして
取引履歴と確認してみる

※納税申告書をみれば
いろいろな事が分かる

← ⾦融所得税の申告書が
ＰＤＦでダウンロードできる

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外資産を探索する⼊⼝の探索⑤ OCBCの普通預⾦

ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

2024-08-31 税引前発⽣利息 IDR 12,840.00

同⽇ 税⾦控除 IDR  2,568.00

※税引前と納税額が個別に計上されている
※⽇本の多くの⾦融機関の場合、

税引後受取⾦利しか記帳されない？ 実際にダウンロードした納税申告書

アプリ内で確認した出⼊⾦履歴

Ｈ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

国外資産を探索する⼊⼝の探索⑥ OCBCの普通預⾦

ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

実際の納税申告書

←インドネシア共和国国税当局様式＝国税申告書
他の資産を探索する際の照会先になりえる

⼝座名義⼈の⽒名
銀⾏に届け出ている住所＝納税地（訪ねてみるのも⾯⽩いですね）

申告番号

空 欄 ←個⼈納税番号が空欄＝居住ビザを取得していない可能性⼤

Ｈ
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携帯電話の物理ＳＩＭカード② 実例あり！！
※ 必ず⼀度は、専⽤デバイスでデータが書き込まれていないか確認すること

・ＳＩＭカードには、通信会社の情報や電話番号等の情報が記録されている
・実は、密かにユーザーがデータを⾃由に書き込みできる領域が存在する
・⼀部の端末では、アドレス帳等を記録しようと思えばできる（機種変更時の移⾏が瞬殺でできる）

・原則として、マニアックなツールを使わなくても、データの読み書きができる

秘匿しておきたい認証キー等を、物理ＳＩＭカードに記録している⼈が実在する
※少なくとも３⼈は知っている。

⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

SIMｶｰﾄﾞ

Ｉ
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⽇本司法書⼠会連合会 司法書⼠総合研究所

ｶｾｯﾄﾃｰﾌﾟ

カセットテープなどのレトロな媒体 実例あり！！
※ 不運にも、⾒つけてしまった場合、必ず⼀度は、
専⽤機器でデータが書き込まれていないか確認すること

・カセットテープにデータを記録することもできる
・⾃⾝が保有する資産の場所や認証情報、その他⾒つけ出すための⼿が係などを
・貸⾦庫等から出てきたカセットテープは特に注意

・使い⽅１ 専⽤ツールを使って「資産の場所や＋認証情報を、データで記録」する
・使い⽅２ いわゆるラジカセ等を使って「資産の場所や＋認証情報を、⾳声で記録」する

（世代によっては）
まだ、秘匿しておきたい認証キー等をカセットテープに記録している⼈が実在する。
※少なくとも１⼈は知っている。 Ｉ
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ご清聴有り難うございました。

Thank you for your attention.
Have a wonderful day!

⽇本司法書⼠会連合会
司法書⼠総合研究所
ＤＸ推進研究部会
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添付資料２ 
 
司法書士が AI について知る必要性 
 
近年、人工知能（AI）の発展は急速に進み、多くの分野でその導入が進められている。司法
書士業務においても、AI の活用が議論されるようになり、司法書士業務に特化した AI の開
発が注目されている。本稿では、AI 技術の基本的な仕組みを概説し、司法書士が AI につい
ての知識をもつことの必要性を議論する。 
 
AI 技術の発展の背景には、深層学習（ディープラーニング）の飛躍的な進歩がある。1956
年のダートマス会議で「人工知能」という概念が提唱されて以来、1980 年代のエキスパー
トシステム、2000 年代以降のディープラーニングといった技術革新を経て、2017 年には
「Transformer」モデルが発表され、自然言語処理の精度が大幅に向上した。この技術を基
盤とする ChatGPT の登場により、AI の存在が司法書士業務への応用をより具体的にイメ
ージできるようになった。 
 
AI 研究では、ドメイン特化の AI 開発ということが盛んに議論されている。ドメイン特化と
はある業種に特化という意味であり、よく議論に挙がる分野として、金融、医療、法律の３
つがある。これらの分野は、AI の学習のためのデータが比較的に準備でき、また、応用の
幅も広く大きな利益をもたらすと考えられている。そのため、司法書士業務もドメイン特化
の AI 開発の対象になるのも時間の問題である。 
 
もし、司法書士業務の AI 開発が司法書士以外のものに行われた場合どのようなことになる
か？当然、司法書士業務についての知識や経験がないため、AI の性能はイマイチなものに
なるであろう。登記申請は権利関係を正確に登記記録に反映させる行為であり、その正確性
を司法書士が長年担保してきたため、現在、不動産取引において登記記録を疑うことは滅多
にない。しかし、司法書士以外のものの手によって開発された AI が登記申請を行うように
なり、その性能が不十分であった場合、登記記録が取引の安全を担保するに至らないものに
なる可能性も考えらえる。この場合の社会全体の損失は計り知れない。 
 
このような事態を防ぐためにも、司法書士業務に関する AI は司法書士自身が行う必要があ
る。さらに、司法書士分野の AI 開発については、司法書士が最先端であり、司法書士以外
のものが司法書士分野特化の AI 開発を行う気が生じないほどの実績と経験を有することが
できれば、司法書士の業務が AI に奪われるという杞憂もなくなる。 
 



司法書士が AI 開発を行う場合の最大の問題点は、司法書士が AI については、圧倒的に情
報弱者であることである。司法書士が司法書士業務特化 AI を開発しようとした場合、おそ
らく AI の研究機関やベンダーに依頼することになる。このとき、相手方は当然 AI につい
てのエキスパートであり、知識、経験等は司法書士の比ではない。情報格差がある場合、両
者の間で会話が成立せず、正確な情報のやり取りができない。さらに悪いことに両者が日本
語で会話をするため、会話が成立していないことを認識できていないこともある。AI の開
発は日々進歩しており、まだまだ発展途上である。そのため、開発元と依頼者の間での正確
なコミュニケーションが成果物、つまり AI の性能に直結する。そのため、司法書士が AI に
ついての正確な知識を有し、AI 技術者とコミュニケーションを正しく行うことが必須とな
る。 
 
また、情報弱者である場合の弊害として、分からないもの、知らないものに対して、万能感
や恐怖心を持つことや、意識的に避けてしまうことがある。死後の世界は未知なものとして、
常に人類の傍に存在するものであるが、その未知であるが故、天国等の解答を創りだし、安
心しようとする試みは世界中で行われている。程度の差はあれど、AI に対しても、AI につ
いての知識や理解の程度によって、様々な反応があり、極度の拒絶や万能感を抱く人が存在
する。この弊害を取り除く一番の方法は正しい知識をもち、理解することである。 
 
今後、司法書士分野の AI 開発は必ず行われるが、そのとき司法書士はどのような対応をす
るのか？司法書士以外が AI 開発を行い司法書士業務は AI に奪われ、司法書士は駆逐され
るのか、それとも、司法書士がリーダーシップをとり、より良い方向へ導くか、それは今後
の司法書士の行動にかかっている。 
 
司法書士が AI についての正しい知識を得るために、chatGPT に代表される最近進歩が著し
い大規模言語モデルの仕組みの説明を試みた。chatGPT は Transformer と呼ばれる深層学
習モデルに基づいており、ある文章に続く単語の確率を計算し、その確率から後続の単語を
選定し、この作業を繰り返すことによって文章を生成していく AI である。また、入力する
文章も文字のまま扱うのではなく、文章を数字の組み合わせで表現し、AI へ投入すること
によって計算を行っている。 
 
AI の性能は、AI のもつパラメータの数の大きさと学習データに依存すると言われてきた。
しかしながら、最近では、学習に用いるデータは枯渇しているといわれ、ＡＩを利用して学
習データの作成が行われている。また、パラメータ数の大きいモデルを小さいモデルへの変
換なども盛んに議論されており、AI 開発にも様々な変化が起きているようである。 
 
登記申請 AI の開発についても検討し、最初の一歩として、登記記録の要約 AI を開発すべ



きだと思われる。何故なら、登記記録は何処に何が記載されているのかが明確であり、学習
データが用意しやすいためである。また、近年の登記義務化と合わせて一般国民に分かりや
すい環境を提供することが急務であるからである。最初は、「所有者は誰ですか？」、「抵当
権はありますか？」等、簡単な問題から始めるべきである。これらの問は司法書士には当た
り前すぎて取るに足らないものであるが、一般国民からすればそれだけでも役に立つと思
われる。 
 
次に、「登記申請を AI で行えるか」については現在の AI は確率的に文章を生成しているた
め、確定した権利を一意的に登記記録に反映しなければならない登記と相容れないのでは
ないかという疑問がある。これらは複数のＡＩを組み合わせることで可能ではないかと考
える。例えば、申請者と対話することで登記申請に必要な情報を収集するＡＩ、その情報か
ら申請書と付属書類を作成するＡＩ、申請書と登記記録を照合するＡＩ、申請完了後の登記
記録を申請者に確認するＡＩ等を組み合わせることである。また、最初からすべての登記申
請を網羅するＡＩではなく、より簡単な申請、例えば抵当権抹消登記で債権者、債務者、設
定者に変更が全くないものから開発を始めるべきである。そこで知見を深め、徐々に可能な
登記を増やしていく方策が良いと思われる。 
 
ただし、どうしても例外は存在するため、ある程度の人の助けは必要であるが、ここでの問
題は、例外ばかりを大げさに捉え、開発をしないことである。例外が 1％であり、ＡＩで登
記可能なものが 99％あれば、司法書士以外の開発者は登記申請ＡＩを開発するであろう。
なぜなら、99%可能であればビジネスとしては十分収益を確保できると判断する可能性が
あるからである。司法書士が例外の 1%を問題視して躊躇している間に先を越されては意味
がない。 
 
本人確認、意思確認についても現在は人によっているが、今後どうなっていくか不明確であ
る。社会はデジタル化へ向かっているため、デジタル化の中での本人確認、意思確認の方法
が議論されていくであろう。その中で、新しい方法が提案され、法令化し、裁判例が出て、
世論が形成されれば、本人確認、意思確認も人が行うことは例外を除いては無くなるかもし
れない。その場合、登記申請もほとんどがＡＩで可能となろう。 
 
以上のように司法書士業務特化のＡＩ開発とその問題点について議論してきた。その一番
の問題点は司法書士がＡＩについてあまりにも情報弱者であることである。司法書士は仕
事の性質上、情報強者として依頼人と接しているが、司法書士自身が情報弱者となった場合
に、どのように行動するのが利益を最大化するのかを自覚する必要がある。その一歩は間違
いなく正しい知識を得て正しく理解をすることである。 
 



添付資料３ 
 
１．DFFT とは 

DFFT（Data Free Flow with Trust、信頼に基づく自由なデータ流通）は、デジタル経済
における国際的なデータ流通の仕組みを推進するためのコンセプトである。これは、日本
が 2019 年の G20 サミットで提唱したもので、国境を越えたデータの自由な流通を促進し
つつ、プライバシーやセキュリティに関する懸念に対処するための信頼性を確保すること
を目指している。 

DFFT の基本的な考え方は、データの国際的な流通を制限せず、データのフローが経済
成長やイノベーションを促進すると同時に、個人のプライバシー保護やサイバーセキュリ
ティなどの重要な問題に対処するというもの。自由なデータの流通と信頼性を両立させる
ことが鍵となる。これにより、デジタル経済のグローバルな拡大が促進され、企業や個人
がデータを安全に活用できる環境が整えられることを目指している。 

現在、DFFT は G7 や G20 などの国際フォーラムで議論されており、各国政府や企業、
技術者がその実現に向けた取り組みを進めている。特に、2023 年の G7 広島サミットでは、
DFFT の推進が主要な議題の一つとなり、デジタル経済における国際的な協力の必要性が
強調された。 
 
２．直近の動向 

令和６年５月２日、３日 OECD（経済協力開発機構）閣僚理事会において広島サミッ
トの承認を受けて設立した DFFT／IAP（the Institutional Arrangement for Partnership）：
DFFT 具体化のための国際メカニズム）の方針及び国際データガバナンスに関する議論を
行った。 

令和６年９月１３日 G20 デジタル経済大臣会合において、デジタル公共インフラの基
礎となるデータ共有に関する相互運用性を確保すること等によって、公共部門・民間部門
が共により包摂性を引き出すということで一致 した。またこの文脈で、国境を越えたデー
タフローと、信頼に基づく自由なデータ流通（DFFT）を実現することの重要性を再確認
した。 

令和６年１０月１５日 G7 デジタル・技術大臣会合において①公的部門における AI ツ
ールキット、②デジタル政府に関する大綱、③デジタル・アイデンティティ・マッピング
エクササイズ、④広島 AI プロセスにおける「AI 開発者向けの行動規範のモニタリングの
ための報告枠組み」に関する議論が行われた。今年のイタリア議長年では、DPI（Digital 
Public Infrastructure／デジタル公共インフラ）についての議論が G7 において初めて実施
された。これによりデジタル政府への移行が推進されるものと思われる。 

また、国際会議のみに留まらず、日本はイギリス、ベルギー、オランダ、フランス、サ



ウジアラビアなど各国との間で専門家会議など個別の協議も実施している。 
 
３．自由なデータ流通を実現する仕組み（データスペース） 

データスペースとは、独立行政法人情報処理推進機構デジタル基盤センターによると、
国境や分野の壁を越えた新しい経済空間、社会活動の空間のことで、近年主に欧州で注目
されている概念です。 国、組織を超えてデータを連携できるルールや仕組みを整備し、こ
れまで以上に「多種多様」で「信頼性のある」大量のデータを利用できるようにすること
で、新しいサービスの創出や、既存サービスの高度化を目指すことを目的としたものであ
る 
 

 
出展 独立行政法人情報処理推進機構 デジタル基盤センター 
 

また、データスペースの特徴はデータ提供元がデータの権利を保持し続ける「データ主
権」、共通のデジタル基盤を利用 することで誰もがデータを活用することが可能な「公平
性」、データ提供元と相互に信頼性を確保した上でのデータ転送/アクセス可能な「相互運
用性」などとされている。つまり、各企業や団体が保有しているデータを当該企業や団体
が許容する範囲で他社による利用を可能とする仕組みである。各企業が保有するデータの
形式や定義、プロトコルなどは各々の企業のシステムによって異なっているところ、その
差異を埋めて共通利用に適した形にするものである。 
 
４．データスペースに関する事例 
 各国間、各業界でデータスペースに関する検討が進んでいるが、例としてその一つであ
る医療データの利活用に関する検討状況を紹介する。 
 医療データスペースに関してはＥＵが先行しており、一般社団法人次世代基盤政策研究
所の資料によると 



 
現在 EU 全域４億４千万人の健康医療データについて、ＥＵ加盟国内で国境を跨いだ

データ共有を実現する仕組みが検討されている（EHDS：European Health Data Space）。
各国間はＥＨＤＳを通じて標準化される交換フォーマットを利用することで、異なる国の
異なる言語で利用されているデータについても国境を越えて利用することを可能とするも
のである。ＥＨＤＳは２０２２年に法案が提出され、２０２４年３月１５日、EU 理事会
（閣僚理事会）と欧州議会は暫定的な政治合意に達した。  

我が国においても、どの医療機関で受診しても最新の医療データ（電子カルテ、検査情
報、処方情報など）にアクセスして治療を受けることを可能とする＜一次利用＞、医療デ
ータの蓄積により適切な医療政策の策定、医学研究の推進、医薬品医療機器等の開発を推
進する＜二次利用＞の実現を目指し、２０２２年に首相をトップとする医療 DX 推進本部
が設置され議論が進められているが、以下のような解決すべき課題がある。 

１．EHDS のような基盤システムのグランドデザインが存在しない 
２．個人情報保護法では情報活用に個人の同意を要件としている。 
３．国民各自のデータを結合するためのキーＩＤが存在しない。 
 
特に法制面では個人情報の保護に関する法律第１８条に、「個人情報取扱事業者は、あ

らかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利用目的の達成に必要な範
囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。」とあり、また同法第２１条には「個人情
報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場
合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。」
とあるため、医療に関するデータの取り扱いについては今後、特別法制定の検討を行うこ
ととなった。 
 前述のＥＨＤＳは、基準を満たした域外の国や企業等の参加も認めており、それによる
創薬等の効率化や産業の活性化も期待されている。我が国も国際的水準に後れをとらない
ようにするために取り組んでいく必要がある。 
  
５．司法書士業務への影響 
 2025 年１月５日、デジタル庁が 2026 年に約５００万の企業の登記情報を集約したデー
タベースを稼働させるという記事が公表された。自治体との間でデータ流通をおこない、
各種届出にかかる事務負担の軽減することを目的としている。現在、デジタル庁は省庁や
自治体など様々な機関がばらばらに扱う公的情報を管理するデータベースの整備を進めて
おり、今後、法人の商業登記だけでなく、不動産登記や住所のデータベース化を進めてい
く計画もあるらしい。これは国と自治体間の話であるが、もっと未来では民間との接続や
国際間データ流通が進み、例えば外国会社の登記の在り方なども変わってくるのかもしれ
ない。 



 民民間のデータ流通を考えてみると、やや飛躍した話になるが、例えば全国の司法書士
事務所、土地家屋調査士事務所間をデータスペース化して、各事務所が保有する情報、例
えばＡ氏が不動産を購入した際の本人確認記録や権利情報を、数年後にＡ氏が同一不動産
を売却する際の補助情報として利用することで取引の安全性を高めることができたり、ま
た、海外の公的機関と接続することで渉外案件をスムーズに進められたりといった具合に、
様々な変革が考えられる。 
 将来的には商業登記、不動産登記の完全オンライン化も普及していくと思われるが、さ
らにその先に何があるのかを見据え、よりよい社会づくりに貢献するために、研究をつづ
けていく必要があるだろう。 
 
 
参考資料 
G7 デジタル・技術大臣会合の開催結果（https://www.digital.go.jp/news/53ed2e40-a8be-
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G20 デジタル経済大臣会合の開催結果（https://www.digital.go.jp/news/090e182a-d2f8-
43b0-b721-419431e4eec5） 
河野デジタル大臣が 2024 年 OECD 閣僚理事会に出席しました 
（https://www.digital.go.jp/news/38c9989c-6023-4c29-bcc6-125734cf756f） 
日本・英国 デジタル政府分野 第 2 回専門家会合開催 
（https://www.digital.go.jp/news/8ae90604-f5ab-4935-bc9e-aa7df2092cf0） 
独立行政法人情報処理推進機構 データスペースの推進 
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2024 年 11 月 25 日内閣府規制改革推進会議資料 
2024 年 12 月 26 日一般社団法人次世代基盤政策研究所「デジタル行政改革資料」 
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添付資料４ 
 

日本におけるリーガルテック発展のための規制の在り方と提言 

 

第１ はじめに 

 

 リーガルテックは、法律分野における技術革新を指し、効率化、透明性の向上、コスト削

減、司法アクセスの改善を目的とした革新的なサービスやプラットフォームを提供してい

る。日本において、この分野が「法の支配」を維持し、法律家への信頼を高めつつ、利用者

の司法アクセスを促進する形で発展するためには、適切な規制の設計が必要である。以下で

は、シンガポール、タイ、フィリピンとの比較を通じて、日本における規制の在り方を検討

し、提言を行う。 

 

第２ 諸外国におけるリーガルテック規制の現状 

 

１ シンガポール 

（１）状況 

 シンガポールはアジアのリーガルテックの中心地として急速に発展している。政府の支

援、強力な法的枠組み、国際的なビジネス環境により、リーガルテックのスタートアップや

法務関連の革新が盛んである。 

 例えば、シンガポールは、裁判所や法律事務所のデジタル化を積極的に推進している。オ

ンラインでの訴訟手続きや、e-Discovery（電子証拠開示）の導入が進んでおり、裁判手続

の効率化を図っている。 

 また、リーガルテック企業の成長も注目される。シンガポールには、契約管理、文書レビ

ュー、AI （人工知能）による法的リサーチ、コンプライアンスツールなどを提供する企業が

数多く存在している。 

 政府においても、LegalTech を促進するためにさまざまなプログラムや資金援助を提供し

ており、リーガルテックの普及を目的としたイニシアチブを展開している。例えば、2022 年

7 月 19 日、シンガポール法務省は、法律業界のデジタル化を支援する取り組みの一環とし

て、法律技術プラットフォーム・イニシアチブ（LTPI）を立ち上げた。LTPI は、リーガルテ

クノロジープラットフォーム、LTPI 資金プログラム及び業界関与イニシアチブによって構

成されている。 

（２）リーガルテック関連の規制 

 シンガポールでは、リーガルテックの発展を妨げない柔軟な規制が敷かれている。例えば、

プライバシーとデータ保護に関して、シンガポールでは個人データ保護法（Personal Data 
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Protection Act: PDPA）が適用され、個人データの収集、使用、保存に厳しい基準が設けら

れている。リーガルテック企業は、データ保護コンプライアンスを遵守しながら、顧客情報

や機密データを安全に扱う必要がある。 

 また、スマート契約は合法的に認められているが、契約内容が現行法に準拠している必要

がある。 

 さらに、AIを活用したリーガルテックツールは、透明性と公平性を求められる。AI の判

断に偏りがないか、適切な監査手順があるかなどが重要である。この点、シンガポール政府

は AI倫理とガバナンスのフレームワークを策定しており、リーガルテック分野にも適用さ

れる。 

 この他、リーガルテックツールを提供する企業が法的助言を行う場合、弁護士資格が必要

になる可能性がある。法律サービスを提供する際の役割が明確に規定されている。 

 

２ タイ 

（１）状況 

 タイでは、AI 技術の活用が進んでおり、特にリーガルテック分野においても AI の導入が

注目されている。 

 また、タイでは、司法システムをデジタル化して効率を向上させるべく、D-Court （Digital 

Court）政策が行われている。例えば、電子ファイリング（e-Filing）としてオンラインで

訴訟書類や証拠の提出ができ、ポータルサイトを使用して新しい訴訟を提起することも可

能である。また、電子裁判（e-Trial）として一部の裁判手続きや証人尋問をオンラインで

実施することも可能である。 

（２）リーガルテック関連の規制 

 タイでは、リーガルテックの規制はまだ初期段階にあるが、電子署名法や電子取引法など

の法整備が進んでいる。また、タイ弁護士会はオンライン ADR（Alternative Dispute 

Resolution）プラットフォームの普及を進めている。 

 タイ政府は AI の利用に伴うリスクと機会の両面を考慮し、適切な規制の整備を進めてい

る。 

 2022 年 10 月、デジタル経済社会委員会事務所（ONDE）は「人工知能システムを使用する

事業者に関する勅令案」を提案した。この勅令案では、AI システムをリスクレベルに応じ

て、許容不可能なリスクを有する AI、高リスクの AI、限定リスクの AIの 3つに分類してい

る。 

 

３ フィリピン 

（１）状況 

 フィリピンのリーガルテックは、主に文書管理、電子証拠開示、訴訟管理に使用されてい

る。これらのツールは、法律事務所や法務部門が業務を効率化し、コストを削減し、法務文
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書の正確性とアクセス性を向上させるのに役立つ。 

 例えば、クラウドベースのソリューションにより、弁護士はリモートでファイルにアクセ

スでき、今日のモバイル化とペースの速い環境において利点となる。また、自動化ソフトウ

ェアは法的文書の作成と管理を支援し、人的ミスを最小限に抑え、法務専門家がより戦略的

なタスクに集中できるように貴重な時間を節約する。 

 フィリピンの法曹界も、法務分野における AI の可能性を模索している。AI は、法的結果

を予測したり、法的調査を行ったり、さらには自動化された法的アドバイスを提供したりす

るために使用できる。しかし、AI は有望な利点を提供する一方で、倫理的な懸念、正確性

や説明責任に関する疑問も生じている。 

 また、司法アクセスの向上を目的としたリーガルテックの導入が進んでおり、フィリピン

では、「A Strategic Plan for Judicial Innovations 2022-2027」(SPJI)が策定されてい

る。この計画は、効率性の向上、司法アクセスへの向上、情報通信技術（ICT）の導入が柱

となっており、特に情報通信技術（ICT）の導入の分野では、裁判手続に ICT を組み込み、

AI を活用した音声からテキストへの転写ソフトウェアの試験運用や、電子裁判所（e-Court）

システムの再開発などが進められている。フィリピン最高裁判所によると、実際、民事手続

の一部では、全ての手続をオンラインのみで完結させることが可能とのことである。 

（２）リーガルテック関連の規制 

 フィリピンのリーガルテックにおいては、特に仮想通貨やデジタル資産に関連する技術

とその規制が注目されています。フィリピン証券取引委員会（SEC）は、仮想通貨分野の監

督を強化するため、新たな規制案として、 「仮想資産サービスプロバイダー（CASP）ルール」

を発表した。ここでは、仮想資産の販売を行う際、マーケティングや公開販売の 30日前ま

でに SEC に詳細な情報提供書を提出することが義務付けられている。また、証券と見なされ

る仮想資産は、公的提供前に登録申請を通じて SEC の承認を受ける必要がある。さらに、仮

想資産を提供または取引する事業者には、厳格なマネーロンダリング防止（AML）規制およ

び SEC 報告基準の遵守が求められ、不遵守の場合、罰金や禁固刑が科される可能性がある。 

 これらの規制強化は、仮想通貨市場の透明性と信頼性を高め、投資家保護と市場の安定に

寄与することを目的としています。 

 

第２ 日本におけるリーガルテック規制の現状 

 

１ 状況 

 近年、日本のリーガルテック市場は急速に成長している。特に、契約管理や電子署名、AI

を活用した文書レビュー、法律相談プラットフォームなどの分野で革新が進んでいる。また、

大企業がリーガルテックを取り入れる動きが加速する一方、スタートアップも積極的に参

入しており、独自のサービスを展開している。 

 リーガルテックの主な利用分野としては、契約書の作成、管理、レビューを効率化するツ
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ールといった契約管理ツール、AI を活用して大量の契約書や法律文書を解析し、リスク要

因や重要な条項を特定するサービス、法律専門職と一般ユーザーをマッチングする法律相

談プラットフォーム、企業の法令遵守をサポートするコンプライアンス管理に関するツー

ルなどが挙げられる。 

 

２ リーガルテック関連の規制 

 まず、弁護士法が挙げられる。日本では、弁護士法により、法律業務は弁護士のみが行え

るとされている。そのため、リーガルテックサービスが直接的に法律業務を代行することは

制限されている。例えば、AI ツールが「法律相談」を直接提供する形態は規制対象となる

可能性がある。 

 次に、個人情報保護法が挙げられる。契約書や法律文書には個人情報が含まれるケースが

多いため、リーガルテック企業は個人情報保護法を遵守する必要がある。特に、クラウドサ

ービスを利用する場合、データの保管先や第三者提供のルールに注意が必要である。 

 

３ 課題 

 このようなリーガルテックであるが、様々な課題があるものと考えられている。 

 第１に、弁護士法との整合性である。弁護士法では、法律業務は弁護士資格を持つ者に限

定されており、AI を利用した契約書レビューや法的アドバイスを提供するサービスが、非

弁行為に該当する可能性がある。 

 第２に、技術革新に対する法制度の遅れが考えられる。スマートコントラクトやブロック

チェーン技術の活用に対する法的枠組みがいまだ整備されておらず、技術革新に法制度が

追い付いていないことが課題とされる。 

 第３に、信頼性の確保である。AI による判例分析や契約書作成における結果の信頼性や

精度に対する懸念が考えられる。 

 第４に、市場の成熟不足である。日本では、米国や欧州に比べてリーガルテックの市場規

模が小さく、普及のスピードも遅れている。 

 

４ 提言 

 日本におけるリーガルテックは上記のような状況であるが、今後の展望を視野に入れて、

以下のような提言を行いたい。 

 第１に、非弁リスクを明確化するガイドラインの策定である。リーガルテックが非弁行為

に該当しないための基準を政府などが明確に示すことが重要である。 

 第２に、技術と法制度の融合を進める法改正である。スマートコントラクトや AIなどの

法的利用やブロックチェーン証拠の法的効力を認める法改正が効果的である。 

 第３に、信頼性評価の第三者機関の設立である。リーガルテック製品の信頼性、とりわけ

AI を利用したサービスを評価する第三者機関を設立し、サービスの品質を保証することが
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考えられる。 

 第４に、普及促進のためのインセンティブ政策である。特に、中小企業や法律関係の事務

所向けにリーガルテック導入の補助金制度を創設したり、日本企業のグローバル競争力を

高めるため、海外展開を支援したりすることも有益であるものと考える。 

 

第４ 最後に 

 リーガルテックは、法的サービスの質を向上させるだけでなく、日本の法律業界全体の効

率化と国際競争力向上に寄与するものと考える。個人情報保護などの規制は重要な役割を

果たすが、必要以上の規制は技術革新を阻害する可能性がある。政府、法律関係者、技術者

が協力し、技術と法の調和を目指すことが重要であるものと考える。 

 


